
(単位：百万円)

金 額 金 額

４，９０８ ４，４０１

預 貯 金 ４，９０８ １６３

６，１０８ ４，２３８

社 債 １０２ １，２１１

株 式 ５，５０３ ６０３

外 国 証 券 ５０２ ４５２

１０ ２１

建 物 １０ ２０

１４ １０８

ソ フ ト ウ ェ ア １４ ５

１，４６５ １０

未 収 保 険 料 ２０９ １７

再 保 険 貸 ８９３ ５，６４１

未 収 金 ６８

そ の 他 の 資 産 ２９５ １，０１０

４８７ ３，２５７

３，２５７

２，５５１

２，５５１

繰 越 利 益 剰 余 金 ２，５５１

６，８１８

５３４

５３４

７，３５３

１２，９９５ １２，９９５資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

株 主 資 本 合 計

繰 延 税 金 資 産

有 形 固 定 資 産

資 本 準 備 金

そ の 他 負 債

( 純 資 産 の 部 )

責 任 準 備 金

純 資 産 の 部 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

価 格 変 動 準 備 金

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金

負 債 の 部 合 計

無 形 固 定 資 産

再 保 険 借

未 払 法 人 税 等

そ の 他 資 産

預 り 金

前 受 収 益

２０２３年度（２０２４年３月３１日現在）貸借対照表

2023年度　決算公告

さくら損害保険株式会社
小松　義彦

未 払 金

( 負 債 の 部 )

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

科 目 科 目

( 資 産 の 部 )

有 価 証 券



（貸借対照表の注記）

１．会計方針に関する事項は以下のとおりであります。

　（１） 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式の評価は、移動平均法による原価法を採用しております。

② その他有価証券で市場価格のない株式等以外のものの評価は、時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

　（２） 有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。

　（３） 無形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、

   社内における利用可能期間（５年）に基づいて償却することとしております。

　（４） 賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、当事業年度末における支給見込額を基準に計上しております。

　（５） 価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上して

　おります。

　（６） 消費税等（消費税及び地方消費税、以下同じ。）の会計処理は、税抜方式によっております。

　（７） 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の

定めによっております。

　（８） 株式会社光通信を通算親会社とするグループ通算制度を適用しております。

２． 金融商品に関する事項は以下のとおりであります。

　（１） 金融商品の状況に関する事項

　① 金融商品に対する取組方針

当社の資産運用は、安全性を第一とし、当社の資産運用基本方針に基づき、投資にあたっては、運用

資産の安全性及び流動性に留意し、許容できるリスクの範囲内で分散投資を行い、財務の健全性を維持

した上で安定した運用収益の獲得に取り組んでおります。

　② 金融商品の内容及びそのリスク

当社が保有する金融商品は、預貯金、有価証券であり、預貯金は預金保険制度において全額保護対

象の決済用普通預金であります。

有価証券は、社債、上場有価証券、非上場の子会社株式、外貨建MMFであります。これらは、金利、株

価、為替等の変動による市場リスク、有価証券の発行体の信用リスク、市場の混乱等により著しく低い価格

での取引を余儀なくされることにより損失を被る市場流動性リスク等を有しております。

また、非上場の子会社株式は、発行会社の信用リスクに晒されております。

　③ 金融商品に係るリスク管理体制

当社は、資産運用管理規程を取締役会で定め、この規程に基づくリスク管理体制を整えております。

また、 関係役職員から構成される運用会議が定期的に資産運用状況のモニタリングを行うことで、組織横断

的なリスク管理を行っておりま す。  

なお、当社が保有する決済用普通預金は、預金保険制度において全額保護対象であるため、リスクは有

しておりません。また、非上場の子会社株式は、発行体の財務状況等を把握し管理しております。



　（２） 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は、次表には含めておりません。（（注１）を参照ください。）

また、預貯金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：百万円）

有価証券

　その他有価証券 ３，８５０ ３，８５０

（注１） 市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次の通りであります。

（単位：百万円）

※） 非上場株式については、市場価格がないことから「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」

　　（企業会計基準適用指針第19号2020年3月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

　（３） 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における無調整の相場価格により算定した時価

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す

るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　①時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産

（単位：百万円）

有価証券

　その他有価証券

　　社債 - -

　　株式 - -

　　外国証券 -

資産計

（注） 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

有価証券

活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものは、レベル１に分類しており、主に上場株式になります。

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合には、レベル2に分類しており、外貨建社債、

外貨建MMFがこれに含まれます。

貸借対照表計上額 時  価 差  額

非上場の子会社株式 ２，２５７

貸借対照表計上額

-

102

3,246

295

102

3,850

－

区分
レベル１

時価

レベル2 レベル3 合計

3,541 309

3,246

502206



３． 有形固定資産の減価償却累計額は、３百万円であります。

４． 関係会社に対する金銭債権の総額は９２３百万円、金銭債務の総額は６４９百万円であります。

５． 繰延税金資産の総額は７０５百万円、繰延税金負債の総額は２０８百万円であります。

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、責任準備金６６９百万円であります。

また、繰延税金資産から評価性引当額として控除した額は８百万円であります。

６． （１）支払備金の内訳は、次のとおりであります。

支払備金（出再支払備金控除前） 百万円

同上にかかる出再支払備金 百万円

差  引 百万円

６． （２）責任準備金の内訳は、次のとおりであります。

普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 百万円

同上にかかる出再責任準備金 百万円

差  引（イ） 百万円

その他の責任準備金（ロ） 百万円

計 （イ ＋ ロ） 百万円

７． １株当たり純資産額は、７７,２４４円１５銭であります。算定上の基礎である普通株式に係る当事業年度末の純資

　産額は７,３５３百万円、当事業年度末の発行済み普通株式数は９５,２００株であります。

８． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

－

３，０５８

１，１８０

４，２３８

１６３

３，０５８

１６３

－



(単位：百万円)

経　常　収　益 ７，２９６

７，２２２

７，２２２

７３

７１

２

０

経　常　費　用 ５，６００

５，２５５

９２３

１６６

２，８４５

３６

１，２８３

０

０

３４４

１，６９６

特　別　損　失 ７

７

１，６８８

６７６

△　２１０

４６６

１，２２２

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

損 害 調 査 費

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

経 常 利 益

そ の 他 運 用 費 用

科 目 金 額

　　　　　　２０２３年度
２０２３年４月 １ 日から
２０２４年３月３１日まで

損益計算書〔 〕

正 味 支 払 保 険 金

保 険 引 受 収 益

正 味 収 入 保 険 料

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 収 入

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

有 価 証 券 売 却 益



（損益計算書の注記）

１． 関係会社との取引による収益の総額は４,８５０百万円、費用の総額は３,３１０百万円であります。

２． （１）正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

収入保険料 ７，２２２ 百万円

支払再保険料 － 百万円

差  引 ７，２２２ 百万円

２． （２）正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

支払保険金 ９２３ 百万円

回収再保険金 － 百万円

差  引 ９２３ 百万円

２． （３）諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費 ２，８４５ 百万円

出再保険手数料 － 百万円

差  引 ２，８４５ 百万円

２． （４）支払備金繰入額の内訳は次のとおりであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前） ３６ 百万円

同上にかかる出再支払備金繰入額 － 百万円

差  引 ３６ 百万円

２． （５）責任準備金繰入額の内訳は次のとおりであります。

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） ８６６ 百万円

同上にかかる出再責任準備金繰入額 － 百万円

差  引（イ） ８６６ 百万円

その他の責任準備金繰入額（ロ） ４１６ 百万円

計 （イ ＋ ロ） １，２８３ 百万円

３． １株当たりの当期純利益は１２,８３６円９３銭であります。算定上の基礎である普通株式に係る当期純利益は

　　 １,２２２百万円、普通株式の期中平均株式数は９５,２００株であります。

４．関連当事者との取引は、以下のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

５． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

属性
会社等の
名　　　称

議決権等の
被所有（所有）

割合

関連当事者
との関係

取引の内容 科目

受再保険料 4,850 再保険貸 893

受再保険金 471

受再保険手数料 2,835

親会社の
子会社

株式会社
セールス

パートナー
-

元受保険契約
の引受
（注２）

元受収入保険料 1,294 未収保険料 120

（注１） 再保険契約は、第三者との一般的な取引条件等を参考にした再保険特約書に従い引き受けております。

（注２） 保険契約は、独立第三者間取引と同様の一般的な取引条件で引き受けております。

取引金額
（百万円）

期末残高
（百万円）

子会社
さくら少額
短期保険
株式会社

所有
１００%

再保険契約
の引受
（注１） 再保険借 603


